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ペロブスカイト太陽電池の動向
― 産業競争力強化と脱炭素化両立への期待 ―

㈱日本政策投資銀行産業調査部副調査役 村　松　周　平

１.はじめに

日本政府が掲げる GX（グリーントラ
ンスフォーメーション）実現に向けて、
再生可能エネルギー（以下、再エネ）の
一層の導入拡大に資する特長を持つとと
もに、日本企業が部素材を含めて高い技
術力を有するペロブスカイト太陽電池へ
の期待が高まっている。本稿では、ペロ
ブスカイト太陽電池に関する現状の技
術・政策動向などを整理するとともに、
技術開発・量産化・需要確保の観点から
日本におけるペロブスカイト太陽電池の
普及および日本メーカーの競争力強化に
向けた方向性を整理する。

２.太陽光発電の課題とペロ
ブスカイト太陽電池への
期待

太陽光発電は、比較的導入が容易で発
電コストも低いことから、国内外で最も
導入が進む再エネ電源であり、今後にお
いてもさらなる拡大が期待されている。
国際エネルギー機関（IEA）は、2050 年
カーボンニュートラル（CN）の実現には、
世界全体で 2022 年と比較して 2030 年
に５倍、2050 年に 15倍の太陽光発電容
量が必要と試算しており、これは 2050
年時点の発電量ベースの電源構成におい
て太陽光発電が全体の 40％以上を占め
ることを意味する。日本においても、第
７次エネルギー基本計画にて、2040 年
度までに発電電力量に占める再エネの割
合を４～５割まで高める方針が示されて
おり、今後さらなる太陽光発電の導入が
求められる。
一方で、現在主流のシリコン系太陽電

池（以下、シリコン系）は、設置適地の
減少や系統混雑の増加、製造サプライ
チェーンの中国依存といった課題に直面
している。日本は国土面積の約４分の３
を山地や丘陵地が占め、すでに平地面積
当たりの太陽光パネル導入容量は主要国

の中で最大と、追加導入可能量は多くは
ない。また、急斜面への太陽電池導入に
伴う土砂崩れの発生や景観の悪化といっ
た地域共生上の課題も生じている。加え
て、FIT・FIP 制度やオフサイト PPA を活
用し、送配電網が十分に整備されていな
い土地に太陽光発電所が多く導入された
ため、太陽光発電所と需要地を結ぶ送配
電網の増強など系統全体に関わるコスト
（統合コスト）が増加している。送配電
網の混雑緩和には、電力消費地にパネル
を設置して自家発電・消費を拡大するこ
とが有効だが、シリコン系の荷重に耐え
得る設置先は限定的である。さらに、シ
リコン系は、シリコン調達・ウエハー製
造・パネル組立のいずれの領域も中国企
業への依存度が高く、調達・製造・組立
のレジリエンス確保が世界共通の課題と
なっている。
これらの課題を解決し得る特長を持っ

た次世代技術が、「ペロブスカイト」と呼
ばれる結晶構造を持つ化合物を用いたペ
ロブスカイト太陽電池である（図－１）。
ペロブスカイト太陽電池は、従来のシリ
コン系と比べて柔軟性・軽量性などに優
れ、理論上の変換効率も高いことから、
これまで耐荷重や形状の問題から設置が
難しかった場所への導入や設置面積当た
りの発電量増加が見込める。特に、電力

需要地である住宅やオフィス・工場の屋
根・壁面・窓への導入と電力自家消費が
増加すれば、系統混雑の緩和、ひいては
系統全体のコスト抑制につながることも
利点と言える。自家消費は、送配電網の
使用時に生じる託送料金や再エネ賦課金
などが生じないため、需要家にとっても電
気料金の低減というメリットが存在する。
また、ペロブスカイト太陽電池は主原

料たるヨウ素を始めとした関連部材につ
いても日本企業が競争力を有する技術で
あり、サプライチェーンにおける中国依
存も少ない。これは日本政府が掲げる、CN
実現と日本の産業競争力の強化を両立さ
せるというGX戦略の考え方にも合致する。
さらに、製造コストについても、中長

期的にはシリコン系と比較して低減が期
待できる。ペロブスカイト太陽電池は、
各素材の使用量が少なく、材料費はシリ
コン系の半分程度に抑制可能と見込まれ
るほか、製造工程は素材の塗布・印刷が
中心のため量産効果が発揮しやすい。加
えて、シリコン系では高純度シリコンを
取り出す過程で 1,700℃程度の熱が必要
であるのに対して、ペロブスカイト太陽
電池の製造では 150℃程の熱で対応可能
であり、製造時に生じる発電容量あたり
のエネルギー消費量がシリコン系の 10
分の１程度に収まることから、製造コスト

図－１　シリコン系の課題とペロブスカイト太陽電池への期待

備考：各種資料により㈱日本政策投資銀行作成
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や温室効果ガス排出量の低減が可能となる。
GX 実現におけるペロブスカイト太陽

電池の重要性に鑑み、日本政府による政
策的支援の枠組みも整いつつある。2023
年、岸田首相は、2030 年を待たずに GW
級の量産体制を構築することを宣言し、
これを踏まえ経済産業省は、量産技術の
確立・生産体制整備・需要の創出によっ
て、ペロブスカイト太陽電池の国内サプ
ライチェーン構築と社会実装に取り組む
方針を示した。具体的には、生産側に対
する支援として、グリーンイノベーショ
ン基金（GI基金）による技術開発支援「次
世代型太陽電池の開発プロジェクト」と、
GX経済移行債を用いた量産体制整備に対
する設備投資支援「GXサプライチェーン
構築支援事業」が実施されている。また、
2024 年 11月には経済産業省が主導する
官民協議会にて「次世代太陽電池戦略」
が策定され、2040 年の導入目標（20GW
程度）や、生産体制整備・需要創出の両
面に対する支援の方向性等、中長期的な
道筋が示された。

３.ペロブスカイト太陽電池
の構造・分類と企業動向

ペロブスカイト太陽電池は、１μm
（0.001㎜）程と非常に薄いペロブスカ
イト層、電極・正孔輸送層電子輸送層な
どを基板上に塗布し、最後に封止材で
コーティングすることで製造され、基板
の素材によって①フィルム型、②ガラス
型と、既存のシリコン系を基板にする③
タンデム型の３種類が存在する（図－
２）。①フィルム型は、耐久性の確保や
量産化が比較的難しいが、軽くて曲げや
すい特性によって設置先が広がるほか、
輸送・設置・取り外しに関わるコストが
低い。一方で、②ガラス型は、フィルム
型と比べると重く、柔軟性はないが、耐
久性の確保や量産化がし易い。また、③
タンデム型は、既存のシリコン系を基板
として、その上にペロブスカイト太陽電
池の構成部材を塗布するため、製造コス
トは高く、軽量性・柔軟性といった特徴
は失われるものの、広い範囲の波長の光
を吸収するため高い変換効率が実現する。
企業の開発動向をみると、日本企業は

フィルム型（㈱エネコートテクノロジー
ズ、積水化学工業㈱、㈱東芝など）およ
びガラス型（㈱アイシン、㈱カネカ、パ
ナソニック㈱など）が中心である一方、
中国企業や欧州企業は主にガラス型とタ
ンデム型に注力している。また、関連部

材についても、例えばキヤノン㈱がペロ
ブスカイト太陽電池の被膜素材、東レ㈱
が封止材、日本板硝子㈱やＡＧＣ㈱がガ
ラス基板、日産化学㈱が正孔輸送材料な
ど、多くの日本企業が開発を進める。加
えて、ペロブスカイト層の主原料である
ヨウ素は千葉県や新潟県が産地であり、
日本全体の生産量はチリに次ぐ世界第２
位に位置する。

４.ペロブスカイト太陽電池
の導入先

ペロブスカイト太陽電池の普及に向け
ては、①軽量性・柔軟性といった特長を
生かしたシリコン系が設置困難な先への
導入（主にフィルム型・ガラス型）と、
②高い変換効率を生かした既存のシリコ
ン系設置先の置き換え（主にタンデム
型）、という二つの方向性が考えられる。
①については、耐荷重の低いプレハブ

建屋や体育館、築年数の古い木造住宅な
どの屋根などが候補となる。また、屋根
と比べると日照時間や日射量が限定的な
点は懸念されるものの、窓としてのガラ
ス型や壁面へのフィルム型の設置も期待
される。その際、設置・メンテナンス・
取り外しの難易度やコストを踏まえれば、
住宅などの低層建築物向けが先行し、高
層建築物向けが後続すると考えられる。
これらの建築物への導入は、住宅やオ
フィスビルなどのZEH・ZEB化（Net Zero 
Energy House/Building）実現に向けて
重要な役割を果たすだろう。建築物以外
でも、道路・カーポート上や、高速道路
の防音壁などが有望である。加えて、平
地面積が限定される日本における再エネ
拡大に資する営農型太陽光発電（ソー
ラーシェアリング）も有望な導入先であ

る。さらに、自動車の車体や窓ガラスな
どへの設置も、初期的には設置面積が広
く形状もシンプルなトラックやバスを中
心に、将来的には乗用車も含めて進む可
能性がある。
②については、空き地への平置きや耐

荷重の十分な屋根置きが対象であり、太
陽光パネルの寿命（20年程度）に鑑みると、
2009年の余剰電力買取制度の開始に伴い
大規模導入が進んだ各地の太陽光発電設
備がリプレースの時期を迎える 2030年
前後が１つの契機となる可能性が高い。
ただし、これらはあくまでペロブスカ

イト太陽電池の潜在的な設置先であり、
実際の普及拡大に向けては一層の技術開
発によるコスト競争力の確保が不可欠で
ある。現在、ガラスやアルミフレームを
用いず、軽量かつ一定程度曲げることの
できるセミフレキシブルシリコン系や、
外観が良く、セル配置を工夫することで
透過性を一定程度確保できる建材一体型
（BIPV）の発電コスト低減がすでに進ん
でおり、各領域においてペロブスカイト
太陽電池との競合が生じる可能性が高い
（図－３）。いずれにおいても、ペロブス

図－２　ペロブスカイト太陽電池の構造

図－３　各太陽光電池の導入先別競争力

備考：各種資料により㈱日本政策投資銀行作成

備考：各種資料により㈱日本政策投資銀行作成
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カイト太陽電池がシリコン系との競合を
勝ち抜き展開先を拡げるには、発電コス
トを下げる必要がある。
発電コストの分析には、総費用を総発

電電力量で割って算出される均等化発電
原価（LCOE）を用いることが一般的であ
る。LCOE 低減に向けたアプローチとして
は、製造コストの低減や変換効率の向上
による設備費用の低減、耐久性向上を通
じた総発電電力量の増加などが有効であ
り、ペロブスカイト太陽電池メーカーの
研究開発強化や量産化など踏み込んだ取
り組みが必要となる（図－４）。

５.今後の普及拡大および日
本メーカーの競争力向上
に必要な取り組み

前節までの議論を踏まえると、ペロブ
スカイト太陽電池の日本における普及と
日本メーカーの競争力向上を実現するに
は、継続的な研究開発によって変換効率
の向上（論点１）と耐用年数の長期化（論
点２）を図るとともに、早期に生産体制
の構築を行い、量産効果によって製造コ
ストを低減（論点３）する必要がある。
また、メーカーが量産化投資を実施する
ためには、製品納入先の確保が重要であ
り、継続的な需要確保（論点４）が求め
られる（図－５）。
こうした取り組みを進めるにあたって

は、自社の技術開発や国内のサプライ
チェーンの強化を図るだけではなく、特
に競合と目される中国企業の動向への注
視も必要である。中国企業はシリコン系
の開発で蓄積された技術力や政策支援を
背景に、すでにタンデム型やガラス型の
量産化に着手しており、2020 年代後半
には日本含む世界市場に製品を投入する
可能性がある。さらには、将来的にはフィ
ルム型に対する取り組みを本格化するこ
とも想定されるため、日本企業として可
能な限り早期に量産化を行い、先行して
グローバルシェアを確保する必要がある。

(１)研究開発（論点１,２）
まず、変換効率については、研究開発

段階のセルベースではタンデム型 29％、
ガラス型 26％程度まで到達しているも
のの、社会実装に向けたモジュールベー
スでは小規模なサイズ（200-800㎠）で
もタンデム型 20％、ガラス型 14％程度
にとどまっており、理論上の目標水準で
ある 30％台を目指してさらなる研究開
発が求められる。

耐久性に関しても研究開発が進むが、
ペロブスカイト太陽電池は大気中の酸素
や水に弱いため、現時点では高コストの
封止材を使用する必要があり、製品価格
全体を押し上げる要因となっている。さ
らには、太陽光による光劣化と熱劣化も
耐用年数の長期化に向けた大きな課題で
ある。今後は、各層の耐久性向上と、封
止材の低価格化の両輪の取り組みが求め
られる。

(２)需要確保（論点４）
これまで述べてきた通り、ペロブスカ

イト太陽電池は既存のシリコン系と比較
しても高いポテンシャルを有するものの、
技術開発・コスト削減の途上にあり、商
用ベースの導入はこれからである。本格
普及に向けては、メーカーとユーザーが
連携したユースケース開発・実証の深化
と、初期においては政策的な需要確保が
必要となるであろう。
メーカー・ユーザー連携については、

足元でメーカーと電力・不動産・通信企
業などが、具体的な利用シーンを想定し
た設置・メンテナンス手法の開発・低コ

スト化や、耐久性の検証などに取り組ん
でいる。一部では、商用化に関わる検討
も進んでおり、こうした先進的なユー
ザーが、初期の需要創出を支えることに
なるであろう。加えて、こうした一部の
先進的取り組みのみで終わらせないため
には、戦略的な制度設計と政策支援が欠
かせない。具体的には、従来の再エネで
も実施されてきた FIT・FIP 制度や自家
消費を前提とした導入時の補助金により
民間の導入拡大を後押しするほか、政府・
自治体が保有・所管する施設や、道路・
鉄道関連などの各種インフラ設備への優
先的導入なども考えられる。また、改正
地球温暖化対策推進法に基づく再エネの
促進区域設定（ポジティブゾーニング）
において、ペロブスカイト太陽電池を念
頭に置いて荒廃農地の活用を促進するこ
とも有効であろう。
なお、今後ペロブスカイト太陽電池の

導入が本格化する際には、コーポレート
ファイナンスやプロジェクトファイナン
スなどを活用した金融機関による支援が
期待される。ただし、初期的な主要導入
先である屋根については、事業者が建物

図－４　発電コストの構造と低減アプローチ

図－５　今後の各種取り組みの時間軸

備考：１．各種資料により㈱日本政策投資銀行作成
　　　２．発電コストの構造は、本分析に特段の影響を及ぼさない割引率を捨象して記載

備考：各種資料により㈱日本政策投資銀行作成
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所有者から屋根を賃貸する場合、事業者
が対抗要件を具備せず、建物所有者が第
三者に建物を売却した場合や倒産した場
合において、ペロブスカイト太陽電池の
撤去が生じる可能性がある点に留意が必
要である。また、壁面や窓への設置では、
これまでの屋根置きやメガソーラー案件
以上に周囲での建造物新設による日照阻
害が発生しやすいため、周辺における建
設計画の把握が求められる。
さらには、メーカーの量産化投資の判

断に必要となる継続的かつ安定的な需要
の確保、ひいては収益の拡大に向けて、
国内にとどまらずグローバルマーケット
への展開も積極的に検討すべきであろう。
IEA「世界エネルギー見通し」（WEO）に
おいては、シリコン系を前提とした試算
ながら、2050 年時点で世界全体の太陽
光発電量のうち日本の発電量が占める割
合は１％程度と試算されており、大規模
な市場は海外に広がっていることがわか
る。また、ペロブスカイト太陽電池なら
ではの新たな導入先についても、日本同
様の地理的条件を有する韓国・台湾や
ASEAN 各国などを中心に、海外市場の立
ち上がりに目を配る必要がある。
海外市場のうち、既存のシリコン系や

ペロブスカイトのいずれのタイプが適す
るかは、メガソーラーの導入余地の有無、
発電所立地と電力消費地の距離、既存の
送配電網の充実度によって分類できる
（図－６）。まず、既存のシリコン系・タ
ンデム型は、電力消費地の近郊にメガ
ソーラー適地が存在するか、メガソー
ラー適地と電力消費地とを結ぶ送配電網
がすでに充実しているエリアに適すると
考えられる。こうしたエリアでは、追加
の送配電網増強にかかるコストが嵩まな
いため、純粋にパネルの変換効率が重要
であるためだ。この分類にはアメリカ西
部（カリフォルニア州）や豪州、中東の
ように日射量が多い余剰地が都市近郊に

ある砂漠・ステップ気候に属する地域や、
欧州・中国などが主に当てはまる。これ
らのメガソーラーの導入ポテンシャルが
大きい地域では、タンデム型ペロブスカ
イト太陽電池を活用した水素製造プロ
ジェクトも今後立ち上がりを見せると予
想される。
一方で、メガソーラーを導入した際に

送配電網の増強のための追加コストが大
きくなるエリアや、そもそもメガソー
ラーの導入余地が乏しいエリアにおいて
は、ガラス型・フィルム型のポテンシャ
ルが発揮し得る。例えば、送配電網が脆
弱な状況で経済成長に伴う電力需要の増
加に直面する東南アジアや南アジアなど
では、送配電網に負荷を与えるメガソー
ラーの導入がシステムコストの上昇につ
ながる。そのため、人口が密集し電力需
要も旺盛な大都市圏を中心にガラス型・
フィルム型を導入することで、システム
コストを抑えつつ供給力を確保すること
が期待される。現在東南アジアや南アジ
アの人口一極集中は著しく、人口 1,000
万人以上のメガシティはすでに 10 都市
存在しており、今後のさらなる都市化と
経済成長の進展に合わせたフィルム型・
ガラス型の導入ニーズの高まりが期待さ
れる。また、韓国や台湾、シンガポール
などは、日本同様に国土若しくは国土に
占める平地面積が狭く、電力需要に比べ
てメガソーラーの導入余地が限定的であ
ることから、ガラス型・フィルム型の都
市部への設置が現実解となろう。今後の
ASEAN 各国への展開に向けては、日本政
府が主導するアジア・ゼロエミッション
共同体（AZEC）の枠組みを巧みに活用し
ていくことも期待される。

(３)量産化（論点３）
こうした国内外での需要確保の手当て

と並行して、コスト低減・供給量確保の
ためには、メーカーによる早期の量産体

制構築が必要となる。ただし、実証期間
が短く、量産化技術も十分に確立してい
ない現段階での量産化投資には大きなリ
スクが伴うため、GX移行債を用いた政府
による手厚い支援策や、金融機関による
リスクマネーの供給が必要となる。
また、中長期的に日本企業が中国はじ

めとする海外企業との競争に勝ち抜いて
いくためには、日本企業間の連携も検討
課題となろう。短期的に見れば、各社が
異なる基板や製膜方法を用いていること
や、政府の掲げる 2030 年までの生産体
制構築に向けて時間が限られていること
から、連携構築には一定のハードルが存
在する。しかしながら、中国企業がセミ
フレキシブルシリコン系や BIPV を含む
シリコン系とペロブスカイト太陽電池の
双方において技術開発や思い切った量産
化・コスト削減を進めていることを踏ま
えると、日本企業が段階的にでも連携を
深め、ペロブスカイト太陽電池に関わる
知見や資金を結集し、継続的に規模拡大
を図る体制構築も一つの在り方であろう。

６.おわりに

日本の電力系統は、電化・デジタル化
進展を背景とする電力需要の増加懸念へ
の対応と、電力由来 GHG 削減の両立とい
う困難な課題に直面しており、本稿で取
り上げたペロブスカイト太陽電池による
課題解決に期待が集まる。一方で、ペロ
ブスカイト太陽電池が、天候や時間帯に
より発電量が変動する変動型再生可能エ
ネルギー（VRE）である点を踏まえると、
電力系統へのペロブスカイト太陽電池の
円滑な導入に向けては、デマンドレスポ
ンス（DR）や蓄電池、長期エネルギー貯
蔵技術（LDES）などの研究開発や普及拡
大も必要となるであろう。
日本政府が掲げる GXの実現に向けて、

戦略的な制度設計・政策支援、ユーザー・
メーカー企業の思い切った取り組み、そ
れを支えるファイナンス支援によるペロ
ブスカイト太陽電池の早期の普及拡大と
日本企業の産業競争力強化に期待したい。

図－６　海外市場の整理とガラス・フィルム型の進出先

備考：各種資料により㈱日本政策投資銀行作成




